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水利権申請の形態 従属・非従属の分類 備 考

水利使用の許可 非従属発電 水利権を新たに取得する場合 減水区間が発生する

水利使用の登録 従属発電
かんがい用水など既に許可を受けている流水を利用する
場合など

新たに減水区間が生じ
ない

＜登録の対象となる従属発電の例＞
①水路において、既に許可を受けて取水している農業用水等を利用して行う発電。
②ダム等において、かんがい目的のための放流を利用して行う発電。

出典：小水力発電の普及への取組（パンフレット）（平成26年５月 国土交通省水管理・国土保全局）に農林水産省が加筆

○ 河川の流水を利用して小水力発電を行うには、河川法に基づき発電用水利権を取得することが必要。
○ かんがい用水など、既に許可を受けている流水を利用して発電を行う従属発電では、手続きが大幅に簡

素化される登録制で水利権の取得が可能。
○ 既に許可を得ているかんがい用水の許可水量を超えて取水する場合、河川法に基づく許可が必要。

※従属元のかんがい
用水から増量する場合
は、非従属発電（許可）

１．発電用水利権の区分について
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■非かんがい期等における水利使用手続の簡素化（H25.7.1
室長通知）

■非かんがい期等における水利使用手続の簡素化（H25.7.1
室長通知）

・既存の河川環境資料がある場合、新たな調査を省略可
・動植物に係る調査は文献や聞き取りでも可

・地方整備局等の支援窓口を通じ、調査結果を積極的に
提供

・河川の生態系や景観への影
響調査や河川維持流量の検
討等が必要。

・調査、申請書類作
成に係る負担軽減

①登録制を適用した従属発電用水利権の取得

慣行水利権の取水量を確認（最低１年間で半旬毎）
し、慣行水利権の範囲内で発電を行うことが明らかに
なれば、登録制を適用

②慣行水利権はそのままで、新規の発電用水利権を
申請する場合の調査内容等について簡素化

措置前 手続の簡素化・円滑化の取組 効 果

・慣行水利権が多い
中山間地域の農業
水利施設を活用し
た小水力発電の導
入推進に寄与

・審査要件の明確化（一定の要件を満たせば登録）
・関係行政機関との協議等不要

・申請書類が簡素化されたが、

関係行政機関との協議等を
経て許可。

・申請書類作成に係
る負担軽減

・手続処理期間の短
縮

１．従属発電

・１級河川指定区間の1000kW未満の発電水利権の許可
権限を、国交大臣から都道府県知事等に移譲

・１級河川の全発電水利権は、
規模に関わらず、国交大臣の
許可。

・手続処理期間の短
縮

２．新規の発電用水利権取得

３．慣行水利権の取扱い

・慣行水利権を利用した新規の
発電水利権の許可を行う場合
の要件が明確でない。

■従属発電への登録制の導入
（河川法H25.12.11施行）

■水利使用区分の見直し等
（河川法施行令 H25.4.１施行）

■非かんがい期等における水利使用手続の簡素化
（H25.7.1）

■慣行水利権を利用した発電用水利権の取得
（H25.12.11）

２．小水力発電の推進に向けた河川法手続きの簡素化・円滑化について

２

小水力発電の推進に向け、従属発電への登録制の導入、水利使用区分の見直し、水利使用手続きの
簡素化等、河川法手続の簡素化・円滑化が図られています。



〈一級河川直轄区間〉
整備局長

（１）小水力発電に係る水利使用許可権者

３．水利権取得の手続きの簡素化
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従来の従属発電（許可）
標準処理期間５ヶ月（目安）

登 録 制
（法第23条の２の登録の申請のみの場合）

標準処理期間１ヶ月（目安）

申請添付書類（施行規則第１１条）

発電計画の概要

使用水量の算出根拠

発電所工事計画の概要

・工事工程表、位置図、水車発電設備一
般図、設置箇所写真、（実測平面図）

従属元の同意書、従属元の水利使用規則

他法令の手続実施状況・実施予定
・電気事業法手続き

その他参考図書

・各種補助金利用予定を示す図面、広報
誌等

申請添付書類（施行規則第１１条の２）

発電計画の概要

使用水量の算出根拠

発電所工事計画の概要

・位置図、平面図、水車発電設備一般図、
設置箇所写真

従属元の同意書、従属元の水利使用規則

誓約書（行政処分を受けて2年以内に該当していない
ことの誓約）

小水力発電を行うための水利使用の登録申請ガイドブック（H25.12国土
交通省）を基に作成

※登録においては、添付資料を明確にし、規定されてい
るもの以外の図書の提出は求めない。

不要

（２）登録申請書類の簡素化・明確化

※河川区域内等に工作物を設置する場合は、河川法第
24条、第26条第１項等に基づく図書が必要となる。

※新たに水路等を設置せず、既存の水路に直接発電設
備を設置する場合は、平面図は省略可。

○ 登録制では、申請に必要な図書が大幅に簡素化が図られており、標準処理期間が約１ヶ月に短縮。

４



国土交通省資料より

・発電の目的、発電期間、最大取水量、最大発電量など

主な記載内容

・治水への影響 （→既存施設活用の場合特に検討不要）
・他の河川利用者、動植物や景観から河川維持流量を設定

主な記載内容

○河川維持流量が設定され、河川環境に係る資料が存在する場合は新
たな調査を省略
○動植物に係る調査は、文献や聞き取りでも可能
○地方整備局支援窓口を通じ、所有する調査結果を積極的に提供

通知による簡素化

・河川区域でなければ工事概要のみ

主な記載内容

・減水区間に利水者、漁業者があれば同意書を添付

主な記載内容

・取水地点の河川流量から、利用可能な発電使用水量を検証

主な記載内容

○河川管理者等が調査した河川流量データの活用可能
○他の観測所等の流量データからの換算データ活用も可能
○地方整備局支援窓口を通じ、所有する調査結果を積極的に提供

通知による簡素化

（３）非従属発電の水利権の取得における手続きの簡素化

○ 非従属発電の水利権の取得は、許可制となっているが、以下のとおり手続きの簡素化が図られている。
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機密性○情報 ○○限り
（４）慣行水利権における手続の簡素化

①登録手続の簡素化
○ 慣行水利権のうち、期別の取水量が明確で、発電用水利権との従属関係が確認できるものは登録制の対象

となり、手続を以下のとおり簡素化。

従 来 簡 素 化

①計測期間

②計測地点

③計測頻度

④届出書記載の取水量等の取扱い

⑤発電後の取水量報告

取水地点における１０年間の取水量
デ－タ

慣行水利権の取水地点

日毎の計測

・少なくとも１年間の計測で可能（この場合、従属
発電の水利権は、取水量の計測期間と同期間）

・取水地点と同量であることが確認できる他の地
点での計測も可能

・従属発電の発電地点での計測も可能（取水地
点との受益面積比等で取水量を推定）

・少なくとも、半旬毎（５日に１回）の計測で可能

・届出に取水期間や取水量の記載がなくても、
河川管理者が関係利水者への聞き取り調査等
により、計測・推定した取水期間や取水量が届
出の範囲内か否を判断

・発電出力からの換算による推定の取水量で報
告可能

届出の取水期間及び取水量の範囲
内で、発電用水利権が認められる

取水地点での取水量を報告
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②許可手続の簡素化
○ 慣行水利権と発電用水利権の従属関係が明確にできない場合は、許可制の対象となるが、手続を以下の

とおり簡素化。

従 来 簡 素 化

①計測期間及び流量デ－タ

②河川環境調査

③取水施設の構造図等

取水地点における１０年間の取水量
デ－タ

減水区間において、動植物、景観等
の調査を実施

取水施設の構造図を添付

・少なくとも１年間、河川流量の計測で可能（た
だし、許可期間は取水量の計測期間と同期間）

・河川管理者等が調査した河川流量デ－タの活
用可能

・他の観測所等の流量デ－タからの流域比換
算デ－タの活用も可能

・河川維持流量が設定され、河川環境に係る資
料が存在する場合、動植物、景観等の新たな
調査は省略

・河川管理者が調査した河川環境デ－タの活
用可能

・動植物に係る環境調査は文献調査や聞き取
り調査で代表種の選定が可能

・取水施設等を改築せずに、そのまま活用する
場合、構造図の添付は不要

７



４．発電用水利権の登録申請

８

添付図書 内 容

発電計画の概要 発電の目的及び電力用途、発電の方法、施設管理者の名称

発電に使用する水量の根拠 従属元水利使用の許可内容（取水量）、発電所地点の流量、発電使用水量等

工事計画の概要 位置図、平面図、一般図、設置箇所写真等

従属元水利使用者の同意書等 従属元水利使用者の同意書、従属元水利使用規則

誓約書
河川法の規定に違反していない者など、登録の拒否要件（河川法第２３条の４第１
号から３号）に該当しないことを記載

かんがい用水など既に許可を得ている流水を利用して発電を行う場合、河川法第２３条の２に基づく「流水の占用
の登録」で水利権取得の手続きを行う必要があります。

登録権者は、従属元（例：かんがい用水）の水利使用の許可権者と同じになります。標準的な処理期間の目安は
１ヶ月となっています。

登録申請書には以下のような書類を添付する必要があります。

（１）登録申請の手続き

（２）登録権者と処理期間

（３）登録申請書に必要な書類



５．発電用水利権の許可申請

９

新たに河川から発電を目的として取水する場合、河川法第２３条（流水の占用の許可）に基づく許可を得る必要が
あります。

許可権者は、河川区分や発電規模により異なります。標準的な処理期間の目安は国土交通大臣が行うものは
１０ヶ月、各地方整備局長等が行うものは５ヶ月となっています。

（※河川区分、発電規模毎の許可権者はP３に記載しています）

許可申請書には以下のような書類を添付する必要があります。

（１）許可申請の手続き

（２）許可権者と処理期間

（３）許可申請書に必要な書類

添付図書 内 容

発電計画の内容

水利使用に係る事業の計画概要
使用水量の算出根拠
河川流量と取水量の関係
水利使用による影響（治水、利水、環境）と対策等

河川区域内の工事計画に係る図書 計算書、図面、工事費概算書等

関係河川使用者の同意書 関係河川使用者の同意書等

その他資料
関連する法令の許可、認可その他処分に関する書面等
発生電力量の計算書、発電機仕様書、現況写真 等



○非かんがい期等において従属の発電用水利権から発電水量を増量する場合、一定の条件を満たせばダム等による補
給を行わなくても、水利使用許可手続きにより発電用水利権の取得が可能です。

○かんがい水利権は、10年に１回程度の渇水年において水源が不足する場合、ダム等による補給が必要。（グラフ A ）

○発電用水利権は、次の条件を満たせば豊水での取得が認められ、渇水年においてもダム等による補給は不要。
①下流の河川環境が悪化しないこと（取水口地点での取水制限流量の設定） （グラフ B ）
②下流の河川利用に支障がないこと（一般に減水区間における同意）
③発電後の発電専用水（かんがい従属分を除く）の確実な河川還元

①取水制限流量の設定

②他河川利
用者の同意

③発電専用
水の河川へ

の還元

頭首工

小水力発電所

排水路

用水路

減
水
区
間

かんがいに従属
しない発電用水
は河川に還元

余水吐等

豊水での発電用水利権の取得
使用水量＝かんがい用水＋発電専用水

かんがい用水は
受益地へ

３条件満たせば

漁業者

利水者

水
量

期間

（A)ダム補給
（かんがい）

取水制限流量
（河川維持流量＋既得水利権量）

かんがい用水利権に従属

発電専用水
（豊水）

発電専用水
（豊水）

（B)ダム補給不要
（発電）（B)ダム補給

不要（発電）
発
電

用
水
利
権

発電専用水
量の計測

１０

６．非かんがい期等における発電用水利権の増量



○ 非かんがい期も含めて発電用水利権を取得する方法としては、以下の三通りがあります。
①かんがい用水と発電専用水を発電に活用する水利権を一括して新たに取得
②従属発電の登録制で、かんがい用水を活用する水利権を取得した後に、発電専用水を追加増量

する水利権を新たに取得
③用水路の空き断面を活用して発電専用水のみを発電に利用する水利権を新たに取得

水
量

期間

期間

発
電

用
水
利
権

・用水路の空き断面が
①非かんがい期は恒常的に
②かんがい期は日によって

生ずることから、これを活用して、発電専
用水を通水し発電する水利権を取得

Ⅰ 発電用水＝かんがい用水＋発電専用水

Ⅱ 発電用水＝発電専用水

発電専用水（B）

水田

発電所

用
水
路

発電所

用
水
路

水田

＊農業用水路に発電施設を設置

＊農業用水路から余水吐きなどの分岐
した水路に発電施設を設置

A

A

A＋B

B

排水路

A＋B

B

・かんがい用水と発電専用水を発電に利用
する水利権を一括して新規に取得

→通水断面を有効活用できるので、発電効
率が良い

［一括して取得する場合］

（第１段階）
・かんがい用水の従属発電として登録制に
より水利権を取得

（第２段階）
・発電専用水を加えて増量する内容に水利
権を新たに取得

→増量されるまでの間も、発電が可能で、
導入しやすい

［段階的に取得する場合］

かんがい用水（A）
凡例

B

①

②

③

かんがい用水利権

水
量

発
電

用
水
利
権かんがい用水利権

→ 事例１

→ 事例２

発電

発電
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国営かんがい排水事業で造成された農業水利施設を利用し、土地改良区等の出資する「株式会社山形発電」
が昭和６１年より小水力発電を実施。

今般、融雪出水期に新規発電水量を加えた水利権に変更し発電効率を向上（発電量４３０万ｋWh → ５３０万
ｋWh）。既存資料の活用を図り、申請から１１箇月で許可取得。

かんがい従属発電水量（発電カ所）
*発電所資料より

新規発電水量（H25.3.18許可）

○取水パターン図

○地区の模式図

5/6～5/20 5/21～9/10 9/11～12/313/11～5/51/1～3/10

1.686m3/s

0.763m3/s0.763m3/s

2.000m3/s

水利使用規則 第10条
水利使用者は、超音波流速計により毎日の取水量を測定し、須川及び逆川

への毎日の放流量を、量水標による水位法によりそれぞれ測定し、年毎にとり
まとめて地方整備局長に報告。

1.026m3/s

発電使用水量計測カ所（通年）

南沼原排水路
沼木幹線排水路

馬見ヶ崎川導水路

島堰排水路

最上川中流
小水力発電所

馬見ヶ崎
合口頭首工

逆川放水口
Qmax 1.0m3

放水量管理 （3/11～5/5）
余水吐 水位計

排水路流末 量水標

須川放水口
Qmax 0.3m3

放水量管理 （3/11～5/5）
余水吐 水位計
排水路流末 量水標

新規水利権取得のポイント

①取水制限流量の設定
・かんがい計画にて設定済

②他利水者の同意
・国営かんがい排水のみ、他の利水者なし

③発電専用水の河川への還元
・用水路余水吐から排水路を経由し、

須川、逆川に還元

小水力発電施設諸元
最大取水量 2.0m3/s
常時取水量 0.763m3/s
総落差 106.07m
最大出力 1,374KW

馬見ヶ崎導水路

馬
見
ヶ
崎
川（

須
川
に
合
流
）

最上川中流
小水力発電所

発電専用水河川還元量
計測 (3/11‐5/5)  

発電使用水量
計測（通年）

幹
線
用
水
路

排水路

排水路

須
川

逆
川

（
須
川
に
合
流
）

＊１級河川最上川水系
馬見ヶ崎川（指定区間）

馬見ヶ崎
合口頭首工

最上川に合流

○地区の概要図

（事例１）小水力発電における融雪期の用水増量 （最上川中流地区（山形県））
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かんがい排水事業等で整備された農業水利施設の空き断面を活用し、発電専用水を流下させ、新たに発電専用水
のみを利用した水利権（豊水）を土地改良区が取得。

4/21～5/10
5/11～9/101/1～4/20 9/11～12/31

0.34m3/s

2.64m3/s

かんがい用水*かんがいの余水等活用

発電用水（H23.9.12許可）地方整備局長許可

○取水パターン図

○用水系統図 ○位置図

（事例２）新たな小水力発電用の水利権取得事例 （山田新田用水地区（富山県））

2.98m3/s

0.98～1.01m3/s

2.64m3/s

0.34m3/s

水利使用規則 第１１条（使用水量の測定等）

水利使用者は、毎日の使用水量を測定し、年ごとにその結果をとりまとめて・・報告しなけ
ればならない。

＊使用水量は、発電地点にて 発電出力よりP‐Q換算により測定
＊放水量測定義務はなし

小水力発電施設諸元
最大取水量 2.64m3/s
常時使用水量 0m3/s
有効落差 25.2m
最大出力 520kW

小矢部川

小矢部川第１頭首工

山田新田用水発電所

山田新田用水路

一級河川 小矢部川水系
小矢部川 （指定区間）

ヘッドタ
ンク

2.98m3/s

かんがい用水は
余水等を活用

放水路
（約１７ｍ）

水利権取得のための検討内容
○発電使用水量の検証
○減水区間(3.5km)の維持流量設定（流量観測含む、５断面にて動植物の保護、景観の検証）

○他利水者との調整
漁業権設定あるが生業実績なしのため調整不要

出典：富山県砺波農林振興センター資料より

水圧管路
（約３５０ｍ）

○使用水量計測地点
＊発電量より換算

明神用水路
刀利ダム

山田新田用水発電所（南砺市）
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表 紙 内 容

「小水力発電申請図書マニュアル」
平成26年5月 農林水産省水資源課

※小水力発電を導入するに当たって、水利権を取得するための申請図書を作成していくために役
立つと考えられる情報を整理しました。詳細は農政局または県の窓口に問い合わせください。

国土交通省のホームページに、小水力発電と水利使用手続きの参考となる資料が掲載されていま
す。併せて、各種データ（水文水質データベース等）も掲載しています。
http://www.mlit.go.jp/river/riyou/syosuiryoku/

「小水力発電を行うための水利使用の登録申請ガイドブックVer.２」
平成26年8月 国土交通省

※既存の水路工作物を利用して行う小規模、小出力の「小水力発電」について、河川法に定めら
れた許可が必要になる場合の許可手続きと申請に必要な書類の作り方を説明している。

http://www.mlit.go.jp/river/riyou/syosuiryoku/touroku_guide2.pdf

「小水力発電設置のための手引き Ver.3」
平成28年3月 国土交通省 水管理・国土保全局

※どのような地点または形態で小水力発電が行われ、河川法の許可等の取得にあたりどのような
点がポイントになるかを事例毎に説明している。

http://www.mlit.go.jp/river/riyou/syosuiryoku/pdf/syousuiryoku_tebiki3.pdf

小水力発電の河川協議を行うに当たって参考となる資料を示します。
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表 紙 内 容

「水力発電水利審査マニュアル（案）」
平成25年4月 第二版 国土交通省 水管理・国土保全局

※河川法第23条に基づく水力発電の水利使用許可審査における基本的な事項を説明している。

https://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/suirisinsa/pdf/manual.pdf

「小水力発電を河川区域内に設置する場合のガイドブック（案）」
平成25年3月 国土交通省

※小水力発電施設の設計上遵守すべき事項と設計時のアドバイスを示している。

http://www.mlit.go.jp/river/riyou/syosuiryoku/pdf/130305_shousuiryoku_guide.pdf

１５




